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1.  はじめに
　 循環型社会を形成する上で物質フローを把握するこ
とは極めて重要である．しかし，隠れたフロー(HMF: 
Hidden Material Flow)と呼ばれる経済統計には現れ
ない資源採掘などに伴い発生するフローがある．我が
国の物質フローでは，日本の国内資源約7.8億トン1)に
対し土石のHMFが約4.5億トン2)存在すると報告さ
れ，その重要性が指摘されつつもその把握は十分であ
るとは言えない．
　 黒岩ら(2012)3)は，大阪府岬町を対象にして数値標
高モデル(DEM: Digital Elevation Model)を用いて土
石移動量を推計した．DEMによる推計値は，公表され
ている土砂移動量の約70%の移動量を示すということ
が明らかになった．広範囲における土砂移動の定量化
や，土砂移動や地理的要因分析を行うことはHMFの動
態を解明する上で有益である．
　 本研究は大阪府全域を対象地とし，地理情報システ
ム(GIS: Geographic Information System)を用い，
DEMから土砂移動量を推計し，統計情報から推計した
土砂移動量の比較し，検証を行った． 

2.  研究方法
　 本研究では，1987年から2002年における大阪府全
域の土石移動量をDEMと統計情報を用いて推計した．

研究手順を図1に示す．推計方法として，GISを用い大
阪府における標高の時系列変化に基づいた土石移動量
と，統計データに基づく土石移動量の結果を比較し
た．

 （1）DEMに基づく土石移動量の推計
　 標高の時系列変化に基づく土石移動量は，GISを用
いてDEMから推計値を求めた．1987年のDEMは国土
地理院刊行の数値地図50mメッシュ(標高)，2002年の
DEMは基盤地図情報10mメッシュ(標高)を使用した．
DEMのメッシュサイズを50mに設定し，同一地点に
おける標高データの差分計算を行い，体積の変化を求
めることで二時点間の土石移動量の推計を行った．

（2）統計情報に基づく土石移動量の推計
　 本研究では，1987年から2002年における経済産業
省による砕石統計年報4)，砂利採取業務状況報告集計
表5)の原石採取量および砂利採取量，国土交通省によ
る建設副産物実態調査6)における建設汚泥および建設
発生土に着目し，統計値に基づいた人為的な土石の移
動量を推計した．その際，建設汚泥および原石採取量
は重量で表記されているため，重量換算係数7)に基づ
いて体積への変換を行った．

比較

図1 本研究の手順
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3.  推計結果および考察
1987年から2002年における大阪府全域の土石移動

は，DEMを用いた推計では240百万m3，統計を用い
た推計では215百万m3であった．黒岩ら(2012)3)の結
果を適用すると，DEMによる土石移動の推計値は約4
割増加するため，推計値は約344百万m3となる．この
推計値と統計情報による土砂移動量を比較すると，そ
の差分は129百万m3となった．図2にDEMと統計情報
による土砂移動の推計値を示す．また，図3に1987年
と2002年の大阪府の標高を示す．推計値の誤差要因
は，1)自然現象による土石移動量，2)DEMの高さ精
度，3)HMFの把握，4)DEMの原本測量年期，の4つが
挙げられる．
自然現象による土石移動は，DEMによる土石移動

の推計値のみに含まれるため，統計値には現れない．
また，本研究で用いたDEMの高さ精度は，数値地図
50mメッシュ(1987年)が±7.2m，基盤地図情報10m
メッシュが±5m (2002年) で，大阪府の標高に影響を
与えたと考えられる．そして，HMFは統計情報に含ま
れていない．また，数値地図50mメッシュは原本修正
年期(1987年)を基準とした年度設定を行ったが，一部

地域では原本測量年紀(1961年)の地形が利用されてい
るため，推計値に誤差が生じたと考えられる．

4.  おわりに
　 本研究において，大阪府を対象とした標高の時系列
変化による土石移動の推計量と，統計情報による土石
移動の推計量を比較し差分を検討した．今後の課題と
して土石採取地，採取量と土石の投入先，投入量に着
目し，それらの関連性を検討する必要がある．
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表1　統計に基づく土石移動の内訳

344百万m3

215百万m3

内訳 土石移動量(百万m3)
原石 79.6
砂利 5.7
建設発生土 123.6
建設汚泥 6.3
合計 215.2

図2　DEMと統計情報による土石移動の推計値

図3　大阪府の標高分布
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